
【事例６】移動型 X 線透視撮影装置を使用する際、一時的管理区域の設定をしていない場合。 

〇指導事項：移動型 X 線透視撮影装置を使用する際は、使用する部屋を一時的管理区域と設定し、外部から

分かるような表示をする必要があり、一時的管理区域を設定した際は、設定に関する記録を残すこと。 

 また、一時的管理区域を設定した部屋は、管理区域の基準を満たしていること。 

〇根拠法令：医療法施行規則第 30 条の 4 X 線診療室、医療法施行規則第 30 条の 14 使用の場所等の制限 

医療法施行規則第 30 条の 16 管理区域、医療法施行規則第 30 条の 26 濃度限度等 

電離放射線障害防止規則第 3 条 管理区域の明示等 

医政発 0315 第 4 号第 3X 線診療室の構造設備に関する事項 1X 線診療室 (第 30 条の 4) 

医政発 0315 第 4 号第 4 管理義務に関する事項１使用場所等の制限 (第 30 条の 14) 

医政発 0315 第 4 号第 4 管理義務に関する事項 4 管理区域 (第 30 条の 16) 

医政発 0315 第 4 号第 5 限度に関する事項１濃度限度等 (第 30 条の 26) 

基発第 253 号第 3 細部事項 3 管理区域の明示等 (電離則第 3 条関係) 

 

<関係法令・通知等> 

医療法施行規則第 30 条の 4 X 線診療室 

X 線診療室の構造設備の基準は、次のとおりとする。  

１ 天井、床及び周囲の画壁(以下「画壁等」という)は、その外側における実効線量が、1 週間につき 1mSv 以下

になるように遮へいすることができるものとすること。 

ただし、その外側が、人が通行し、又は停在することのない場所である画壁等については、この限りでない。  

２ X 線診療室の室内には、X 線装置を操作する場所を設けないこと。 

ただし、第 30 条第 4 項第 3 号に規定する箱状の遮へい物を設けたとき、又は近接透視撮影を行うとき、若し

くは乳房撮影を行う等の場合であって必要な防護物を設けたときは、この限りでない。  

３ X 線診療室である旨を示す標識を付すること。 

X 線装置の操作を同じ室内で行ってはいけません。しかし、次に揚げる場合に限ってはこの限りではありま

せん。 

 

医療法施行規則第 30 条の 14 使用の場所等の制限 

病院又は診療所の管理者は、次の表の上欄に掲げる業務を、それぞれ同表の中欄に掲げる室若しくは施設

において行い、又は同欄に掲げる器具を用いて行わなければならない。ただし、次の表の下欄に掲げる場合に

該当する場合は、この限りでない。 

X 線装置の使用 X 線診療室 特別の理由により移動して使用する場合又は特別の理由により診

療用高エネルギ－放射線発生装置使用室、診療用粒子線照射装置

使用室、診療用放射線照射装置使用室、診療用放射線照射器具使

用室、診療用放射性同位元素使用室若しくは陽電子断層撮影診療

用放射性同位元素使用室において使用する場合(適切な防護措 置

を講じた場合に限る。) 

診療用高エネルギ－放射

線発生装置の使用 

診療用高エネル

ギ－放射線発生

装置使用室 

特別の理由により移動して手術室で使用する場合(適切な防護措置

を講じた場合に限る。) 



診療用粒子線照射装置の

使用 

診療用粒子線照

射装置使用室 

  

診療用放射線照射装置の

使用 

診療用放射線照

射装置使用室 

特別の理由により X 線診療室、診療用放射性同位元素使用室又は

陽電子断層撮影診療用放射性同位元素使用室で使用する場合(適

切な防護措置を講じた場合に限る。) 

診療用放射線照射器具の

使用 

診療用放射線照

射器具使用室   

特別の理由により X 線診療室、診療用放射線照射装置使用室、診

療用放射性同位元素使用室若しくは陽電子断層撮影診療用放射性

同位元素使用室で使用す る場合(適切な防護措置を講じた場合に

限る。)、手術室において一時的に使用する揚合、移動させることが

困難な患者に対して放射線治療病室において使用す る場合又は

適切な防護措置及び汚染防止措置を講じた上で集中強化治療室若

しくは心疾患強化治療室において一時的に使用する場合 

放射性同位元素装備診療

機器の使用 

放射性同位元素

装備診療機器使

用室 

第 30 条の七の二に定める構造設備の基準に適合する室において

使用する場合 

診療用放射性同位元素の

使用 

診療用放射性同

位元素使用室 

手術室において一時的に使用する場合、移動させることが困難な患

者に対して放射線治療病室において使用する場合、適切な防護措

置及び汚染防止措置を講じた 上で集中強化治療室若しくは心疾患

強化治療室において一時的に使用する場合又は特別の理由により

陽電子断層撮影診療用放射性同位元素使用室で使用する場合 (適

切な防護措置を講じた場合に限る。) 

陽電子断層撮影診療用放

射性同位元素の使用 

陽電子断層撮影

診療用放射性同

位元素使用室 

  

診療用放射線照射装置、

診療用放射線照射器具、

診療用放射性同位元素又

は陽電子断層撮影診療用

放射性同位元素の貯蔵 

貯蔵施設   

診療用放射線照射装置、

診療用放射線照射器具、

診療用放射性同位元素又

は陽電子断層撮影診療用

放射性同位元素の運搬 

運搬容器   

医療用放射性汚染物の廃

棄 

廃棄施設   

 

 



医療法施行規則第 30 条の 16 管理区域 

１ 病院又は診療所の管理者は、病院又は診療所内における管理区域に、管理区域である旨を示す標識を付

さなければならない。 

２ 病院又は診療所の管理者は、前項の管理区域内に人がみだりに立入らないような措置を講じなければなら

ない。 

 

医療法施行規則第 30 条の 26 濃度限度等 

３ 管理区域に係る外部放射線の線量、空気中の放射性同位元素の濃度及び放射性同位元素によって汚染さ

れる物の表面の放射性同位元素の密度は、次のとおりとする。  

一 外部放射線の線量については、実効線量が 3 月間につき 1.3mSv  

二 空気中の放射性同位元素の濃度については、3 月間についての平均濃度が前項に規定する濃度の 10

分の 1 

三 放射性同位元素によって汚染される物の表面の放射性同位元素の密度については、第 6 に規定する密

度の 10 分の１  

四 第 1 号及び第 2 号の規定にかかわらず、外部放射線に被ばくするおそれがあり、かつ、空気中の放射性同

位元素を吸入摂取するおそれがあるときは、実効線量の第１号に規定する線量に対する割合と空気中の放射

性同位元素の濃度の第 2 号に規定する濃度に対する割合の和が一となるような実効線量及び空気中の放射

性同位元素の濃度 

 

電離放射線障害防止規則第 3 条 管理区域の明示等 

１ 放射線業務を行う事業の事業者(第 62 条を除き、以下「事業者」という)は、次の各号のいずれかに該当する

区域(以下「管理区域」という)を標識によって明示しなければならない。  

一 外部放射線による実効線量と空気中の放射性物質による実効線量との合計が 3 月間につき 1.3ｍＳｖを

超えるおそれのある区域  

二 放射性物質の表面密度が、別表第 3 に掲げる限度の 10 分の 1 を超えるおそれのある区域  

２ 前項第１号に規定する外部放射線による実効線量の算定は、1cm 線量当量によって行うものとする。  

３ 第１項第一号に規定する空気中の放射性物質による実効線量の算定は、1.3mSv に 1 週間の労働時間中に

おける空気中の放射性物質の濃度の平均 (１週間における労働時間が 40 時間を超え、又は 40 時間に満たな

いときは、1 週間の労働時間中における空気中の放射性物質の濃度の平均に当該労働時間を 40 時間で除し

て得た値を乗じて得た値。以下「週平均濃度」という)の 3 月間における平均の厚生労働大臣が定める限度の

10 分の 1 に対する割合を乗じて行うものとする。  

４ 事業者は、必要のある者以外の者を管理区域に立ち入らせてはならない。  

５ 事業者は、管理区域内の労働者の見やすい場所に、第 8 条第 3 項の放射線測定器の装着に関する注意事

項、放射性物質の取扱い上の注意事項、事故が発生した場合の応急の措置等放射線による労働者の健康障

害の防止に必要な事項を掲示しなければならない。 

 

医政発 0315 第 4 号第 3X 線診療室の構造設備に関する事項 1X 線診療室 (第 30 条の 4) 

(１) 規則第 30 条の 4 第一号の X 線診療室の画壁等の防護については、1 週間当たりの実効線量によること。

この場合の放射線の量の測定は、通常の使用状態において画壁等の外側で行うこと。 



なお、同号ただし書きに規定する「その外側が、人が通行し、又は停在することのない場所」とは、床下がただ

ちに地盤である場合、壁の外が崖、地盤面下等である場所など極めて限定された場所であること。ただし、床下

に空間があっても、周囲を柵等で区画され、その出入り口に鍵その他閉鎖のための設備又は器具を設けた場

所については、「その外側が、人が通行し、又は停在することのない場所」に該当すること。特に天井及び窓等

について防護が不完全な場合が予想されるので、その適用については十分注意すること。 

(２) 規則第 30 条の 4 第二号の「X 線装置を操作する場所」とは、原則として、画壁等により X 線撮影室と区画

された室であること。なお、「操作」とは、X 線を曝射することであること。 

(３) 規則第 30 条の 4 第二号ただし書きのうち、「近接透視撮影を行うとき、若しくは乳房撮影を行う等の場合」

とは、次に掲げる場合に限られること。ただし、本規定は、診療上やむを得ず患者の近傍で当該 X 線装置を使

用するためのものであり、それ以外の場合においては、放射線診療従事者等の被ばく防護の観点から、X 線診

療室外において当該 X 線装置を使用すること。 

ア 乳房撮影又は近接透視撮影等で患者の近傍で撮影を行う場合 

イ １週間につき 1,000ｍAs 以下で操作する口内法撮影用 X 線装置による撮影を行う場合 

ウ 使用時において機器から１m 離れた場所における線量が、6μSv 毎時以下となるような構造である骨塩定

量分析 X 線装置を使用する場合 

エ 使用時において機器表面における線量が、6μSv 毎時以下となるような構造である輸血用血液照射 X 線

装置を使用する場合 

オ 組織内照射治療を行う場合 

(４) 規則第 30 条の 4 第 2 号ただし書き中、「必要な防護物を設ける」とは、実効線量が３月間につき 1.3mSv 以

下となるような画壁等を設ける等の措置を講ずることであること。 

この場合においても、必要に応じて防護衣等の着用等により、放射線診療従事者等の被ばく線量の低減に努

めること。 

(５) (３)のイの場合のうち、同時に 2 人以上の患者が診察を行わない構造になっている口内法撮影用 X 線装置

による撮影を行う室については、X 線診療室と診察室とを兼用しても差し支えないこと。なお、この場合において

も規則第 30 条の４に定める基準を満たし、あわせて管理区域を設定し規則第 30 条の 16 に定める措置を講ず

ること。 

(６) (３)のエにいう輸血用血液照射 X 線装置については、放射線診療従事者以外の者が当該輸血用血液照射

X 線装置を使用する場所にみだりに立ち入らないよう画壁を設ける等の措置を講じ、画壁の内部から外部に通

ずる部分に、鍵その他の閉鎖のための設備又は器具を設ける場合にあっては、当該輸血用血液照射 X 線装置

の使用場所を X 線診療室とみなして差し支えないものであること。この場合においては、X 線診療室全体を管

理区域とすること。 

 

医政発 0315 第 4 号第 4 管理義務に関する事項１使用場所等の制限(3) (第 30 条の 14) 

(３) X 線装置を特別の理由により移動して使用することについて X 線装置の使用について、「特別の理由により

移動して使用する場合」とは、次のアからウに掲げる場合に限定されること。 

この場合における「適切な防護措置」として、アからウに掲げる条件を遵守するとともに、当該 X 線装置は、鍵

のかかる保管場所等を設けて適切に保管し、キースイッチ等の管理を適切に行うこと。 

なお、移動型 X 線装置のうち、移動型透視用 X 線装置、携帯型透視用 X 線装置又は移動型 CTX 線装置を放

射線診療室において使用する場合は、据置型透視用 X 線装置又は据置型 CTX 線装置と同様の扱いとするこ



と。すなわち、X 線診療室で使用する場合については(２)、X 線診療室以外の放射線診療室で使用する場合に

ついては(４)に定める構造設備の基準及び特別な防護措置を満たし、必要な届出を行うこと。 

また、ウの条件における移動型 CTX 線装置の操作は、原則として室外から行うこととし、撮影の際には、診

療上やむを得ない場合を除き、患者以外の者(当該装置を操作する者のみならず、麻酔、手術、介助を行う者等

を含む。)は室外に退出すること。ただし、診療上やむを得ず室外に退出できない場合にあっては、防護衝立の

使用、必要に応じた防護衣を着用等により、放射線診療従事者等の被ばく線量の低減に努めること。なお、在

宅医療において X 線撮影を行う場合にあっては、「在宅医療における X 線撮影装置の安全な使用について」

(平成 10 年 6 月 30 日付け医薬安第 69 号厚生省医薬安全局安全対策課長通知)を、災害時の救護所等にお

いて X 線撮影を行う場合にあっては、「災害時の救護所等における X 線撮影装置の安全な使用について」(平

成 21 年 1 月 7 日付け医政指発第 0107003 号厚生労働省医政局指導課長通知)をそれぞれ参照されたい。 

ア 移動困難な患者に対して使用するために、移動型透視用 X 線装置、携帯型透視用 X 線装置及び移動型

CTX 線装置を除く移動型 X 線装置又は携帯型 X 線装置を移動 

して使用する場合。 

この場合においては、必要に応じて一時的に管理区域を設け、規則第 30 条の 16 に定める管理区域の基

準を満たし、管理区域の設定に係る記録を行うこと。 

イ 口内法撮影用 X 線装置を臨時に移動して使用する場合。 

この場合においては、必要に応じて一時的に管理区域を設け、規則第 30 条の 16 に定める管理区域の基

準を満たし、管理区域の設定に係る記録を行うこと。 

ウ 手術中の病変部位の位置確認や手術直後に結果の確認等を行うため、手術中又は手術直後に X 線診

療室ではない手術室に移動型透視用 X 線装置、携帯型透視用 X 線装置又は移動型 CTX 線装置を移動し

て使用する場合。 

この場合においては、当該 X 線装置の使用状況によっては高線量となるおそれがあるため、一時的に管

理区域を設け、規則第 30 条の 16 に定める管理区域の基準を満たし、管理区域の設定に係る記録を行うこ

と。 

 

医政発 0315 第 4 号第 4 管理義務に関する事項 4 管理区域 (第 30 条の 16) 

(１)第 1 項の管理区域については、外部放射線に係る線量、空気中の放射性同位元素の濃度又は放射性同位

元素によって汚染される物の表面の密度が第 30 条の 26 第 3 項に定める線量、濃度又は密度(「以下「線量

等」という)を超えるおそれのある場所を管理区域と定めて、当該区域にその旨を示す標識を付さなければなら

ないこととされたこと。 

 なお、これ以外の場所であって、一時的に第 30 条の 26 第 3 項に定める線量等を超えるおそれのある病室等

については、一時的に管理区域を設ける等により、適切な防護措置及び汚染防止措置を講じて、放射線障害の

防止に留意されること。 

(２)第 2 項に規定する「管理区域内に人がみだりに立ち入らないようにするための措置」とは、従前通り、第 1 項

に規定する標識を付するほか、注意事項を掲示し、また、必要に応じて柵を設ける等により、放射線診療従事者

等以外の者の立ち入りを制限する措置であること 

 

医政発 0315 第 4 号第 5 限度に関する事項 1 濃度限度等 (第 30 条の 26) 

(１) 規則第30条の26第1項に規定する「排液中若しくは排水中又は排気中若しくは空気中の放射性同位元素の

濃度限度」は、「3月間についての平均濃度」で規制されていること。 



(２) 規則第30条の26第2項に規定する「空気中の放射性同位元素の濃度限度」は、「１週間についての平均濃

度」で規制されていること。 

(３) 規則第30条の26第3項に規定する「管理区域に係る外部放射線の線量及び空気中の放射性同位元素の濃

度」は、次に掲げるものであること。 

ア 同項第１号の外部放射線については、実効線量が3月間につき1.3mSv。 

イ 同項第１号の空気中の放射性同位元素の濃度については、3月間についての平均濃度が空気中の放射

性同位元素の濃度限度の10分の１。 

(４) 規則第30条の26第４項については、規則第30条の17に規定する線量限度は、従前のとおり病院又は診

療所内の人が居住する区域及び病院又は診療所の敷地の境界における実効線量が３月間につき250μSvと

されているこ 

 

基発第 253 号第 3 細部事項 3 管理区域の明示等 (電離則第 3 条関係) 

(１)第 1 項の「標識によって明示」とは、区画物に標識を付したり、床上を白線、黄線、黄黒の縞模様等により明

確に区画したりすることをいうが、移動用の放射線装置を用いて臨時に非破壊検査業務等を行う場合で、これら

の方法によることが困難な場合は、要所要所にスタンド、旗等を設け、これらを結ぶ線によって囲まれる区域が

管理区域として明らかにされるような措置を講ずることとしても差し支えないこと。  

(２)第 1 項第一号の「3 月間につき 1.3mSv」とは、特殊な状況下での公衆の年実効線量限度である「5mSv」を 3

月間に割り振ったものであること。 

3 月間に割り振ったのは、放射線業務従事者の実効線量の集計が、特別な場合を除き、3 月毎であること(第

9 条)、施設、装置等の使用時間が短い期間では大きな幅があり、放射線防護の観点からは、短い期間での実

効線量によって管理区域の設定の必要性を評価することが必ずしも適当でないこと等によるためであること。 

ただし、管理区域の外側の同一労働者が常時滞在する場所において、1 年間につき 1mSv を超えることが予

想される区域が存在する場合は、立入りや滞在時間の管理、遮蔽の増強等の措置を講じることにより、当該労

働者の 1 年間の実効線量が、公衆の 1 年間の被ばく線量限度である「1mSv」を超えないようにすることが望ま

しいこと。  

(３)第 1 項第二号の区域については、設備等に付着した放射性物質を経口摂取することによる内部被ばくが一

定量以上となるおそれがあるものとして、加えることとしたこと。  

(４)第 3 項において、管理区域の設定のために測定を行う場合の１週間の労働時間については、管理区域内の

施設、装置等の使用時間又は滞在時間が社内規定で明文化されている場合等であれば、１週間の当該使用時

間又は滞在時間をもって、当該管理区域における 1 週間の労働時間として差し支えないものであること。  

(５)第 3 項の「厚生労働大臣が定める限度」とは、1 年間(週 40 時間×年 50 週)その空気にさらされたときに、放

射性物質を吸入摂取することによって 50mSv の実効線量(第 4 条第 1 項に規定する 1 年間の実効線量に相当

する。)を受けることになるような空気中の放射性物質の濃度であり、「空気中濃度限度」ということ。  

(６)放射線の照射中に労働者の身体の全部又は一部がその内部に入ることのないように遮蔽された構造の放

射線装置等を使用する場合であって、放射線装置等の外側のいずれの箇所においても、実効線量が 3 月間に

つき 1.3mSv を超えないものについては、当該装置の外側には管理区域が存在しないものとして取り扱って差し

支えないこと。 

ただし、その場合であっても、装置の内部には管理区域が存在するので、第 1 項の「標識によって明示」する

ことは必要であること。この装置の例としては、次のものがあるが、これらの装置を使用する場合であっても、労

働者に対しては、安全衛生教育等において、放射線の人体への影響、及び被ばくを防止するための装置の安



全な取扱い等について周知させること。 

ア X 線照射ボックス付き X 線装置であって、外側での実効線量が 3 月間につき 1.3mSv を超えないように遮

蔽された照射ボックスの扉が閉じられた状態でなければ X 線が照射されないようなインターロックを有し、当

該インターロックを労働者が容易に解除することができないような構造のもの 

イ 空港の手荷物検査装置であって、手荷物の出入口は、労働者の手指等が装置内に入ることがないように

２重の含鉛防護カーテンで仕切られ、当該装置の外側での実効線量が 3 月間につき 1.3mSv を超えないよう

に遮蔽されているもの 

ウ 工場の製造工程で使用されている計測装置等で、製品等の出入口は、労働者の手指等が装置内に入る

ことがないように二重の含鉛防護カーテンで仕切られ、又は労働者の手指等が装置の内部に入った場合に

放射線の照射が停止するｲﾝﾀｰﾛｯｸを有し、かつ当該ｲﾝﾀｰﾛｯｸを労働者が容易に解除することができないよう

な構造であり、装置の外側での実効線量が 3 月間につき 1.3mSv を超えないように遮蔽されているもの  

(７)放射線装置を使用するに当たって、放射線装置の外に放射線を取り出すような場合は、通常は、その放射

線が通過する空間の周囲に管理区域が存在するものであること。  

(８)3 月間に放射線装置を放射線装置室以外の複数の異なった場所で使用する場合は、各場所ごとに管理区

域を設定することになるが、同一労働者が当該 3 月間のうちに複数の異なった場所で作業を行うときであって、

場所ごとでは管理区域の外になるような区域での作業であっても、当該労働者にとっては管理区域内で作業を

行っているのと同等の被ばくを受けるおそれがある場合は、管理区域内で作業を行う場合と同様の措置を講じ

るよう指導すること。  

(９)管理区域の設定に当たっては、別添 1「管理区域の設定等に当たっての留意事項」を参考にすること。  

(10)第 4 項の「必要のある者」とは、業務上必要のある場合はもとより、下請事業者に雇用される労働者が塗装

業務を行う場合等、その必要性が客観的に認められるような場合で管理区域に立ち入る者を含むものであるこ

と。 

 

医政発 0315 第 4 号(一時的管理区域) (大分県で定めた独自のもの) 

１．一時的管理区域の設定に係る記録は、以下の項目です。 

① 一時的な管理区域を設定した年月日 

② 一時的な管理区域を設定した場所 

③ 設定時間(透視時間) 

④ 用途 

⑤ 立入者の氏名と職種 

⑥ 責任者氏名 

⑦ 標識設置の有無 

⑧ 使用中表示の有無 

⑨ 立入制限の有無 

⑩ 放射線防護の概要 

 

 

 

 

 



＊一時的管理区域の設定記録一例 

 

 

※保健所よりお願い 

 手術室等で、移動型 X 線透視撮影装置を使用する際は、扉の外側に、X 線使用中の旨が分かる表示をしてく

ださい。 

 管理区域の表示は、使用するときのみ表示するようにしてください。(使用時、未使用時の区別をするため) 

 常時管理区域に設定してしまうと、放射線の管理区域なので、厳密にいうと X 線装置を使用しない手術の実

施が出来ない、X 線装置を使用する手術と関係ない物品等は置いてはいけない等なってしまいます。 

 移動型 X 線透視撮影装置を使用の際は、たとえ撮影せず透視のみ使用した場合でも、照射録は作成する必

要があります。 

 移動型 X 線透視撮影装置を使用する手術室の画壁についても、漏洩線量測定を実施してください。 

測定の結果、放射線漏洩が有る場合、管理区域外で作業する職員等の無駄な被ばくのないよう措置をする

必要が有ります。 

令和 4 年 2 月 14 日 大分県東部保健所 検査課 診療放射線担当作成                            


